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広田俊郎
I 序
「技術とは生産的実践における客観的法則性の意識的適用である」と定義
(1) 
される。すなわち，科学によって客観的法則の解明が図られるが，技術は科
学によって明らかにされた客観的法則を利用して「物」を作りだそうとす
る。このように考えると技術開発とは目的志向的で主体的な活動であるとと
もに，客観的な法則や種々の科学知識を活用するという意味で合理的な活動
であり，有用な「物」を作り出そうとするという意味で実践的な活動でもあ
る。さらに，企業の立場で「技術開発」を行うばあいには，作り出した「物」
が，市場で需要されるものであるという条件が必要とされ，競争業者との競
争に耐え得るものでなければならない，という条件も付け加えられることに
なる。
技術開発活動は，研究者・エンジニアにとっては，彼らの夢の実現を追求
する活動であるという側面を持つとともに，企業家にとっては，彼のビジョ
ンの具体化を図るための手段という側面を持つ。また戦略スクッフにとって
は競争条件を好転させるための活動としても位置づけられ，マーケティング
関係者にとっては，人々のニーズに適合した形で行われているかどうか，非
＊ 本論文は，研究・技術計画学会関西支部の「研究・技術と創造の行動科学」分科
会における報告 (1989年8月26日，於 大阪堂島中央電気倶楽部）をもとにしたも
のである。なお本研究の遂行に当たっては，関西大学の学術研究助成基金（奨励研
究）の援助を受けた。記して謝意を表したい。
(1) 武谷三男 (1969)p. 139参照。
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常に関心の深い対象である。また，製造工程や工場の関係者は，工業的生産
の可能な技術かどうかという関心をもって技術開発活動に関与する。
このように技術開発活動は多面的である。さらに，その成果に関していえ
ば，技術的成功と商業的成功の双方に関して不確実性が存在する。また技術
開発活動は，多くの知識を総合・合成することを要する複雑性を持った活動
である。このような多面性・不確実性・複雑性を持った活動を計画し，コン
トロールすることはそもそも可能であるのか，という根本的な問いが投げか
けられ得る。
とは言うものの，人，モノ，カネという経営資源を，かなりの規模で研究
開発と技術開発の活動に配分する以上，何らかの計画とコントロールが不可
欠なことも事実である。本論文は，硯代企業がこのように困難な技術開発活
動の計画とコントロールをいかにして行っているのかを，アンケート調査の
. (2) 
データを主たるデータとしながら論じていきたい。そのとき，技術開発の前
(2) 日本企業とアメリカ企業がイノベーションを展開するためにどのような体制で
臨んでいるかを調査すべく，アンケート調査票を作成して調査しようとした。す
なわち， 日本企業とアメリカ企業の研究・技術開発計画活動と技術戦略の特徴は
どのようなものかを明確にしようとした。技術開発活動を逐行する組織に関して
は，中央研究所やそれ以外の研究所の設置の有無，技術計画組織の設置の有無と
その所属機関（本社であるか， 中央研究所であるか）， 海外研究所の設置の有無
などが問われた。 それ以外には， 研究開発費や研究開発人員などの経営資源，
研究・技術開発過程の運営についてのプロセス（トップダウン，ボトムアップ，
相互作用的のいずれであるか，自由裁量型研究の実施の仕方）などが問われた。
また，これらの結果としての研究・技術開発計画の成果・効用が問われ，さらに
実際に展開される技術戦略としてはどのようなものが採用されているかも問われ
た。このような内容から成る質問調査栗を英語と日本語の両方で作成した。
1985年5月に，この質問調査票をアメリカの製造企業 (IndustrialFirms)の
売上高の順に500社をリスト・アップした「フォーチュン」 (Fortune)誌ランキ
ング500社に郵送し回答を依頼した。送付の際「Corporate1000」という本より
見出した Researchand Development担当の副社長 (VicePresiden : VP)な
いし CorporateDevelopment担当の VP,場合によっては CorporateTechno-
logyないし類似の名称を持った VPの個人名，等を宛先とした。以上の職名に
ついての記述を含んでいない企業については社長 (ChiefExecutive Officer)宛
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のステップとして研究活動が必要とされるということ，研究活動の後に技術
開発活動が伴うということを強調するため，本論文では「研究・技術開発活
(3) 
動」という用語を用いることにしたい。
I 研究・技術開発計画組織
1. 研究・技術開発計画組織とは
研究・技術開発計画活動を「研究開発に関する計画の策定を行うととも
に，製造技術開発や市場開発についての計画と問題解決を含んだ技術の休系
的な育成・適用を計画的に行うこと」と定義できる。この研究・技術開発計
画活動を公式的に担当する組織単位を「研究・技術開発計画組織」と呼ぶこ．
とにし，その種の組織が存在するかどうかをアンケート調査の一項目として
日・米企業に訊ねた。その結果，研究・技術開発計画組織として回答企業に
よってリストアップされていたものには，次のような種類のものがあること
とした。この結果156社から回答を得た（回答率＝31彩）
1985年10月に， 日本企業へ向けて質問調査票が発送された。発送先は， 日経
NEEDS財務デークベースを用いて製造業企業について売上高規模順にリストア
ップした500社であった。その際会社職員録 (1985年版）を用いて研究開発本
部の長，または研究所長，研究開発本部長などの方の名前を見出し，それを宛名
とした。これらの職名のない会社については社長宛てとした。この結果，製造業
上位500社の中から， 160社が回答した（回答率＝32彩）。ただし，分析に際して
は，日経財務デークを共に用いるという目的に適う 158社の回答が用いられた。
以上のようにして，アメリカ企業と日本企業に対してアンケート調査を実施し
たが，アンケート項目に若千の差異が生じたので，それを調整するため，最初の
アンケートに回答したアメリカ企業に対して追加アンケートを実施した (1986年
6月）。回答企業数は74社であった。そのうち， 10社に対しては渡米してインク
ビュー も試みた。
(3) 研究開発マネジメントの分野での権威ある学術雑誌に， Research Manage-
mentがあるが，同誌は1988年より， Reseasch • Technology Managementと
雑誌名を改称した。 ResearchとTechnologyが相伴わなければならないことの
隠識のうえに改称されたものである。（同誌1988年1-2月号 P.2参照）本論文
でも同様な認識のうえに，研究・技術開発という用語を用いることにしたい。
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が分かった。
① 全社的な研究・技術開発計画組織
③ 研究所の中の研究計画部門
⑧ 新規事業の企画を行っている部門
④ 経営企画部門
⑤ 全社を横断的に統合する各種の委員会
⑥ この種の技術計画組織を全く持たないケース
2. 日米企業における組織名
日本企業における，第1のカテゴリーの例としては，技術開発本部，技術
本部，技術政策室，技術開発センター，技術開発企画部，技術管理部，総合
技術企画， 研究開発本部， 研究開発企画部， 研究開発推進部， R&D推進
部，研究企画部，研究開発調整室，研究開発室，などの組織名をあげること
ができる。また，第2のカテゴリーの例としては，中央研究所研究企画グル
ープ，研究管理課，主任部員，主席部員，などをあげることができる。さら
に，第3のグループとしては，新事業開発本部，商品開発センク-,新規事
業開発室，新製品販売開発室， XXXチーム，などをあげることができる。
そして，第4のグループの例としては，経営企画室，企画室，開発部，開発
管理部，企画管理部，経営管理部などをあげることができる。最後に，悌5
の例としては，役員会，長期計画審議会，研究開発会議，研究開発委員会，
技術特別委員会，などをあげることができる。
一方，アメリカ企業における第1のカテゴリーの例としては， Corporate
Technology, Science and Technology, Corporate Research & En-
gineering, Corporate Research & Architecture, Product Strategy & 
Architecture, Corporate R&D, Corporate R&D Planning, Technology 
Planning Department, Technology Planning & Marketing, Technology 
Evaluation and Planning, Technology Development and Planning Te-
chnology Strategic Planning, Strategic Technical Planningなどの組織
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名をあげることができる。また第2の例としては， ResearchDevelopment 
Division, Div. of R&D, R&D President's Staff, Technical Operation 
Headquarters, Technical Operation, Manufacturing & Technical Di-
visionをあげることができる。 さらに，第3の例としては， Advanced
Development, Strategic. Business Development, Commercial Develop-
mentをあげることができる。そして，第4の経営企画組織としての例とし
ては， Corporate Planning, Corporate Planner, Corporate Staff, In-
formation Servicesなどをあげることができる。最後に，第5の委員会と
しての例としては， Research& Technology Committee, New Product 
Control Committee, Mana&:虹~ment Committee, Technology Advisory 
Boardなどをあげることができる。 アメリカ企業に関しては， さらに，副
社長の設置があげられる。 その例としては， V.P., Tech. Director, V. P., 
Science and Technology, Office of the Vice President-Technology, 
V. P. of Engineeringなどであった。
8． 研究・技術開発計画組織のカテゴリー毎の分布
日・米企業のそれぞれについてのカテゴリー毎の分布を示したものが，表
1である。
表1 研究・技術開発計画組織のカテゴリー毎の分布
全究計社画・技組的術織研 研の画究研部所究門計内 新計規画事部業門 経部営門企画 全横委社員断会的 全な しく 合計
日本企業| 100 1 16 1 8 | 18 | 13 | 13 | 160 
米企業I 14 I 9 I 7 I 3 I 3 I 21 I 57 
（注） 複数回答の場合あり
ここで示されたように，日本企業は，全社的研究・技術開発計画組織や研
究所の技術計画部署など研究・技術開発計画職能を担当する専門的な機関を
持っているのは， 160社中116社に上っていた。それに対し，第1次アンケー
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トの回答アメリカ企業の3分の1程度が，そのような専門的・全社的な技術
計画組織単位を持つと回答していたに過ぎなかった。これに対し，追加アン
ケートを行い，アメリカ企業におけるそのような組織の名称，そのレベルを
(4) 
聞いた。その結果得られた57社の回答についていうと，やはり全体の3分の
1程度に当たる23社が全社的研究・技術開発計画組織または，研究所内の研
究計画部門を持つにとどまっていることが分かった。アメリカの場合，組織
の各層・各単位が自組織の基本的計画を設定し，同時に，そのタスクに関連
した研究・技術開発計画を策定しているためであると思われる。
アメリカ企業においては多角化が進行した企業が多く，本社は各事業部の
財務コントロールにとどまり，技術上のシナジーを生かしながら技術開発戦
略を展開するということが出来ず，基本的に分散的に技術開発の方向づけを
(5) 
しているという実態になっているといえよう。一方， 日本企業においては，
必ずしも高度に多角化していないこと，技術開発がフォロワー型で行われる
ことが多いこと，他面で技術開発の規模が大型化していること，などの条件
が見られるため，このように全社的研究・技術開発計画組織が一般的に導入
・設置されているのではないか。
4. 研究・技術開発計画組織の従業員の学歴
この研究・技術開発計画組織で働いている人員の数と教育歴を調べた。人
員の総数の平均は，アメリカ企業の場合が15.3人， 日本企業の場合が19.2人
であることが分かった。すなわちアメリカ企業の場合，このような組織単位
(4) 注(2)で述べたように，アメリカ企業に対しては，1986年6月に追加アンケート
を実施した。追加アンケート回答企業74社中57社がこの問いに対して回答した。
(5) アメリカのアンケート回答企業156社に対して，その後の状況を調べてみた。
1989年4月段階でいえば， 何と， その内の30社が M&Aによって，買収される
か，所有者変更を経験していた。日本のアンケート回答企業については，社名変
更を行った会社こそあったが，買収されたという会社は存在しなかった。このよ
うな会社買収の可能性も，技術開発を行うときの，時間幅，方向設定に対して多
大の影善を及ぽすと言えるであろう。
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を設置しているケースが少ないだけでなく，そこで働いている人員の数も日
本企業に比し，やや少数であることが分かった。教育歴については，アメリ
カ企業の方が高学歴者の比率が高いことが分かった。このような研究・技術
開発計画組織で働いている従業員の教育歴を示したのが次の表2である。
表2 技術計画絹織従業員の教育歴
工学，理学，数学 法学，経済，商学，経営
日 本 I アメリカ 日 本 I アメリカ
博 士 I 1.2 | 2.7 | o.o 0.1 
修 士 I 2.7| 4.8 | 0.1 1 1.2 
学 士 I 12.3 1 5.6 | 1. 1 | 0,6 
（注） 表中の数字は従業員の数を示す。
Il 研究・技術開発計画活動
1. 研究・技術開発計画活動の意義と機能
ここでは，研究・技術開発計画組織がどのような活動を行っているかにつ
いて検討を加えたい。しかし，その前に，一般的に言って，経営計画の持つ
意義にはどのようなものがあるだろうか，経営計画によって実行される機能
にはどのようなものがあるだろうか，と問いたい。このような問いに対し，
経営計画の意義と機能として，次のような答えをあげることができる。
まず，経営計画の意義としては，（1）整合性のためのツール，（2）適応のツー
ル，（3）革新のツール，という三つの意義を見出すことができる。
次に経営計画の機能としては，（1）目標の明確化，（2）手段の効率化，（3）条件
変化への対応，という三つの機能を見出すことができる。
2. 計画活動のタイプ
このような意義と機能を持つ経営計画に関しては，様々なタイプのものが
ありえる。それをクイプ分けすると，表3のようになるであろう。
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表8 計画のクイプ
より一般的
↑ 
↓ 
より細目的
目 標
目的（使命）
予算と締切日
経費，品質，
数量等に対す
る実施基準
作業 過 程
臨時計画 1 常例計画
総括的計画 方針
(Major Programs) 
個別計画 組織構造
(Projects) 
特殊計画 標準手続き
(Special Programs) 
細目的計画， 標準方法
(Detailed Plans) 
より目標的 より手段的
（注） W.H.ニューマン「経営管理」作原猛志訳 p.59．をもとに作成
8． イノベーション・プロセスに必要な活動
以上のような経営計画を，研究・技術開発に際連して遂行することが，研
究・技術開発計画である。そのための活動がどのようなものであるかを問う
には，研究・技術開発に必要とされる活動は何なのか，いいかえれば，イノ
ベーション・プロセスに必要な活動 (CriticalFunctions)にはどのような
ものがあるのかを問わなければならない。 Roberts,et al (1978)らは，ィ
ノペーション・プロセスに関して重要な活動として，次のような職能を示し
(6) 
ている。
1. 情報収集 (InformationGathering) 
2. 分析とアイデア生成 (Analyzingand Idea Generating) 
3. カギ情報選別 (TechnicalGatekeeping, Market Gatekeeping) 
4. 提案 (Championing)
5. プロジェクト促進 (ProjectLeading) 
6. 指導 (Coaching)
(6) Rhoades, Roberts & Fusfeld (1978) p. 15参照。
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ここで示された六つの職能の中で， 1．情報収集， 2．分析とアイデア生成，
3．カギ情報選別はイノベーションの構想に関わるものである。また， 4.提
案， 5．プロジェクト促進， 6．指導はイノペーションの実行に関わるものであ
るといえよう。
4. 研究・技術開発計画活動の基本次元
以上のような議論から，研究・技術開発計画活動を，次のような観点から
区分することができると考えてよいであろう。
・目的的なものか，手段的なものか
・革新，適応，整合性のいずれをねらったものか
・抽象的な目標に関するものか，特別の臨時的な方針に関するものか， Jレー
チンの課題設定にかんするものか（理念的，戦略的，長期的，短期的）
•イノベーションの構想に関するものか，実行に関するものか
さらに，
・技術的成功に関するものか，商業的成功をめざすものか（技術開発，事業
開発）
5. アンケート項目
以上のような予備的考察をふまえて，現代企業の研究・技術開発計画活動
を調査するためアンケート調査を行った。アンケートを実施する際には，研
究・技術開発計画活動を「研究開発計画の策定に留まらず，製造技術上，市
場開発上の問題解決を含んだ技術の休系的な育成・適用を計画的に行う活
動」を意味するものとした上で，次のような要素活動を含むと考えた。
・戦略関連
1) 経営戦略との関連で重要な重点技術についての技術開発目標の明確化
2) 技術計画と事業戦略との関係の明確化
・技術開発関連
3) 重点技術の技術開発における優先順位の明確化
4) 技術予測に基づく将来保有すべき技術リストの作成
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5) 内部的技術能力の評価
・事業開発関連
6) 競争業者の技術力評価
7) 外部技術‘ノースの評価
質問調査票においては，各社がこれらの項目に対してどの程度従事してい
るかを， 0＝関与せず， 1 =有用性を認め，関与している， 2＝不可欠の活
動と認識し深く関与している，というスケールを用いて評価してもらもらっ
た。各項目についての各スケールの回答数を示したものが，表4である。
表4 研究・技衛開発計画活動
関与せず 有 用 不可欠
研究・技術開発計画活動
日！米 日 l米 日 1米
x2 
本技社術戦につ略実い行て技に術おい開発て重目要標のと明な確る重化点 4 15 39 | 70 | 106 70 2.4*＊ 
技術計画と事業戦略との関連づけ 1 5 1 12 I 57I 44 I 8I 98I 5.o* 
重点技術の開発上の優先順位づけ I 61191 s9J 61I s617417．7"'* 
房鰐鴨含羨え将来保有すべき技術 261 60 I 921741 31 I 2017. 7** 
内部的技術能力の評価 1 12I 13I 10I 651 391 76119.3*** 
競争業者の技術力の評価 I 16 1 1I 971 8 1 38I so1 2.o 
外部技術ソー スの評価 1 1sI 29 I 94 I sgI 431 38 I 3.o 
* p<0.10 * p<O. 05 ** p<O. 01 
（注） 表中の数字は企業の数を示す。
6. アンケート結果
アメリカ企業に関して言えば，技術計画と事業計画との関係の明確化 (99
社が不可欠と恩識），自社の内部的技術能力の評価 (7税t)，技術開発の優先
順位の明確化74社）， 重点技術に関する技術開発目標の確定 (71社）などの
活動を技術開発の計画にあたって不可欠の活動と認識し，深く関与している
ようであった。それに対して，技術予測をふまえ，将来保有すべき技術‘リス
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トの作成 (20社）， 競争業者に技術力評価 (50社）， 外部技術ソースの評価
(38社）などについては，比較的少数の企業が不可欠の活動とみなしていた
に過ぎなかった。このような評価の差異は何に起因するのであろうか。その
理由を探るために，高い評価が与えられている活動群に共通な点は何か，と
考えてみた。そうすると，それらは全体の戦略的方向づけがなされたことを
前提としたうえで，技術課題を特定化していくものであるという特性を持っ
ていることが分かる。他方，評価が低かったグループに共通な側面は，それ
らが長期的・基盤的な枠組設定に関連しているということである。アメリカ
企業の研究・技術開発計画活動においては，目的に関するものよりも，手段
に関する側面の検討が中心的になされていたといえるであろう。
一方， 日本企業は，本社戦略実行において重要となる重点技術について技
術開発目標の明確化，重点技術の開発上の優先順位づけ，などの活動を技術
開発の計画上不可欠のものと認識し，深く関与していることが見出された。
つまり， 日本企業は全社的な観点からの技術開発の方向づけを，研究・技術
開発計画活動を通じて設定していっているようであった。
7． 日米企業の研究・技術開発活動の相違
以上， 日米企業毎に，重視されている研究・技術開発活動にはどのような
ものがあるかを見てきた。個々の研究・技術開発活動項目が，それぞれ日本
企業とアメリカ企業によって重視されている程度についての比較を簡単に行
いたい。
まず第一に， 日本企業はアメリカ企業に比して， 「本社戦略と技術目標と
の関連の明確化」などをはじめとする技術開発の方向づけなどの基本的活動
をより計画的に行っていると言えることが分かった。他方，アメリカ企業に
ついては，研究・技術開発計画活動として主に関与しているのは「内部的技
術能力の評価」や「競争業者の技術力の評価」などであり， 「技術開発の基
本的方向づけ」を，研究・技術開発計画活動を通じて設定していくというこ
とは行っていないようであった。
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w 研究・技術開発活動のコントロール
1. 研究・技術開発活動のコントロールとは
本社の技術開発企画部によって代表される本社ユニット，研究所によって
代表される研究ユニット，事業部によって代表される事業化ユニットなどの
各ユニットは，それぞれの立場をもとに，研究・技術開発計画を，立案し，
実行していく。それに伴って，多数のテーマやプロジェクトの提案，審議，
決定，実行という研究・技術開発プロセスが展開される。そのプロセスの問
題点をフィードバックさせたり，環境の変化を把握したりしながら，研究・
技術開発活動の見直し， 再構成が図られる。 そのような行動と経験を通じ
て，本社ユニット，研究ユニット，事業化ユニットの人々が，自組織単位の
行動を組織全体の研究・技術開発課題に同調させていくことが，コントロー
ルのプロセスである。
一般に，コントロールの方式には，報酬や懲罰を用いて各成員の行動をコ
ントロールしようとするものと，成員間の頻繁なコミュニケーションを通じ
(7) 
て，価値的な一体感をもとに成員をコントロールする方法とがある。いずれ
の方法によるにせよ，成員の行動への働きかけ，学習の促進などを通じて，
企業全体の研究・技術開発活動の方向づけをはかることを，研究・技術開発
活動のコントロールと呼ぶことにしたい。一体，現代企業においては，どの
ような場を通じて研究・技術開発活動のコントロールがなされているのであ
ろうか。
2. 研究・技術開発活動のコントロールが行われる場
一般的には，研究・技術開発の審議・評価・見直し・再構成が図られる場
としては，次のようなものを考えることができる。
(1) 委員会一一経営管理業務達成のために，特に任命された人々のグルー
(7) 加護野忠男 (1980)p. 126参照。
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プから構成される。委員間の自由な着想の交換を通じて，その職能を発
揮することが期待される。
(2) 会議—関連部門を横断する会議，関連部門内部の会議。
(3) インフォーマルなディスカッション一―—実行に関連する職能の人々
が，問題に直面する毎に，ディスカッションし，問題解決していく。
(4) 予算設定―—年に一回の予算の作成・審査プロセスを通じて以上の
技術開発マネジメントを行う。
以上のような分類と襲連して， 組織による調整を， 「計画による調整」と
「フィードバックによる調整」と区分する議論がある。状況が不安定で予測
不可能であればあるほど，フィードバックによる調整が用いられると予測さ
(8) 
れている。また，調整のしかたを， 「非人格的調整」， 「人格的調整」，「集団
(9) 
的調整」というように区分することもある。先ほど示したように，研究・技
術開発活動の調整・コントロールが委員会や会議で行われる場合には「集団
的調整」が用いられ，インフォーマルに調整される場合には「人格的調整」
が，予算という場を通じて調整・コントロールが行われる場合には「非人格
的調整」が用いられていると言えるであろう。
3. 日本企業による研究・技術開発活動のコントロール
日本企業のアンケートに対する回答から得られるデークをもとに，上記の
ような予測が実際にあてはまるかどうかを見ていくことにする。
まず，委員会としては，研究委員会，研究開発委員会，技術委員会，経営
委員会などの名前があげられており，このような委員会を通じて，研究・技
術開発の墓本方針が決定されているようであった。一般的に，委員会には，
臨時委員会，常任委員会，補助的・スタッフ的職務を遂行する委員会，最終
決定を行う権限を行使する委員会，予算委員会，苦情処理委員会，提案委員
(8) マーチ＝サイモン (1977),p. 245参照。
(9) 加膜野忠男 (1980)p. 124参照。
54(902) 第 34巻第 6 号
会等々がある。具体的には，回答企業によって，「実質の見通しと審議を技術
委員会で行い，経営会議で決定する」と回答しているところがあった。しか
し，「全社研究開発委員会で大方針を決定後，各部門企画スタッフが調整」，
「基本方針・基本計画については総合技術委員会（専務主宰）で決定」とい
うように，基本方針の設定が委員会でなされることが多いといえよう。
次に，会議としては，経営会議，研究会議，開発会議，事業部会議などが
あげられていた。一つのパターンは，「開発企画会議→研究開発全体会誤」，
「研究開発会議→常務会」，「技術開発会議→役員会」，「研究管理会議→経営
会議」， 「研究開発会議（原案） →常務会（決定）」というものである。 また
別のパターンは， 「各技術別会議→事業部会議→トップヒアリング」， 「事業
部単位の技術会議→技術政策会議→経営会議」，「研究所（立案） →商品企画
会議（審議） →役員会議（決裁）」というように，三層からなる構成を持つ
ものであった。
ィンフォーマルな調整としては， 「研究開発部員の判断と担当役員との折
衡」，「研究企画部→事業部→経理と各研究部のキャッチボール」，「技術担当
専務と研究企画部が研究部門のヒアリング」などの例があげられるであろ
う。
予算による調整の例としては，「会社全体の来期予算組みの中で調整」，「予
算策定時，主管部門と関連部門において折衝が行われる」，「半年ごとの予算
作成時」，「年度の予算策定時に研究所，事業部，技術部との折衝を通じて決
定される」などのものがあげられる。
4. アメリカ企業による研究・技術開発活動のコントロール
アメリカ企業については，研究・技術開発の審議・見直しが行われる場と
して， 1）委員会， 2）会議 3）インフォーマルなディスカッション， 4）予算設
定に加えて， 5）レビューというものをあげたい。
第1の型の委員会は，アメリカ企業においても，長期的な方向づけをする
場合に用いられているようであった。「トップ・マネジメントと委員会による
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長期計画決定」，「最上位の地位にある役員が構成する技術勧告協議会 (Te-
chnology Advisory Council)が全般的な方向を設定」などの答えによって
推測することができる。ただし，後者の場合でも，技術勧告協議会へのイン
プットは実に多くのソースから来ることを強調している。委員会名として
は， Policyand Planning Committee, Technology Steering Committee, 
Research Policy Committee, Executive Committee, Product Planning 
Steering Committee, などをあげることができる。
第2の型の会議については，いくつかのパターンがあるようであった。一
つのタイプは「年2回の全社計画会議と隔月に行われる顧客ニーズに関する
販売部門との会議」，「事業部と本社のそれぞれにおける長期計画会誤」のよ
うに，本社と事業部との二層からなるものである。「年一回の研究開発スタ
ッフ会議と，年4回の新製品開発会議」という構成から成る二層構造の場合
もある。また別のクイプは，「技術センター打ち合せ，事業部製品戦略会議，
全社製品協議会」，「研究開発部門会議，事業部研究開発戦略会議，本社経営
検討会議」というように，三層から成るものである。 これ以外に， 「事業戦
略会議，技術計画会議，事業部研究会議，全社技術検討会，予算会議」など実
に多くの会議を通じて，研究・技術開発活動が実践されているようであった。
第3の型のインフォーマルな場合については， 「事業部と， 研究開発部門
との間の永久に継続的なディスカッションのプロセス」，「どのような形式的
な会議も行わない」，「上級副社長とのインフォーマルな会議」，「経営陣との
インフォーマルな会議」などの例が回答されていた。
第4の型の予算の場合については， 「全社的な事業計画と， 部門レペルの
予算策定プロセスの一環として行う」，「年1回の全社的戦略計画策定と，各
事業部での予算策定プロセスにおいて行う」などのような場で研究・技術開
発活動の見直しを行うようなタイプのもので，比較的，安定的な技術開発課
題を持つ企業において採用されているようであった。
第5の型としては，そしてアメリカ企業において多く言及されている見直
しの仕方として，検討会 (ReviewSession)をあげたい。これは，もちろん
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会議の一形態である。ただし，会議一般は，将来の方針設定を第1のねらい
として，行われるのに対して，レビューは，硯在または過去の実績をある種
の標準に照らして検討していこうとするものである。そのようなレビューの
名称としては， StrategyReview, R&D Review, Budget Review, Re-
view with Operating Department, Corporate Management Plan Re-
view, _New Product Reviewなどがあげられた。
アメリカ企業の場合，予算とレビューがペアをなしており，硯実の意思決
定に関して，予算とレビューの双方のチェックをきちんと行っているようで
あった。
5. 研究・技術開発活動の様式
以上で示された研究・技術開発活動のプロセスを一言でいうなら， トップ
ダウン，ボトムアップ，相互作用的のいずれに当たると認識されているかを
調べることにした。
多くのアメリカ企業は相互作用方式を採っていると回答した (113社）。ボ
トムアップを採っているものがそれに続き (27社）， トップダウンを採って
いるものは少数であった (16社）。それに対し， 日本企業も相互作用方式を
最もよくとっており (103社），ポトムアップ方式がアメリカ企業に比べると
多かった (36社）。トップダウン方式は少なかった (18社）。
研究・技術開発計画活動の多くが相互作用的になされていることが分かっ
たが，このような様式が研究・技術開発計画の活動の各側面でどのような具
体的差異をもたらすであろうか。この問題を論ずるために，研究・技術開発
計画の原案が本社， 事業部長，研究所のいずれにおいて提案されているの
か，研究・技術開発計画の最終的な権限が誰に所属するかに関する分析を行
った。
アメリカ企業は，研究・技術開発計画の原案（基本的なアイディア）の多
くが事業部門レペルで提示されると述べた (76社）。これは， 事業部門レペ
ルでのニーズの把握を踏まえた研究プロジェクトが多いことを示唆してい
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る。ただし研究所で原案が提示されることも多いことが示された (59社）。一
方，本社において提案されるケースは少なかった (33社）。
日本企業の中では，研究・技術開発計画の原案が研究所で作成されるケー
スが一番多かった (88社）。次に多かったのは， 事業部において原案が作成
されるというケースであった (56社）。両国の場合とも，本社において研究・
技術開発計画の原案が提出されるというケースは少なかった（アメリカ企業
について33社， 日本企業について20社）。
研究・技術開発計画を担当する最高責任者がだれであるかという問に関し
て，このアンケートに回答したアメリカ企業の三分の一以上が社長を最高責
任者にあげていた (55社）。そして， 他の三分の一のアメリカ企業は，上級
副社長 (SeniorVice President)が技術計画の最高責任者だと回答してい
た (55社）。他方，アンケートに回答した日本企業に関する限り，半数以上の
企業が社長を最高責任者にあげていた (93社）。そして，回答企業の五分の一
程が専務を技雀計画の最高責任者にあげていた (27社）。以上のような比較
をもとに， 日本企業の方がより上位のトップマネジメントを研究・技術開発
計画活動に関与させていると言ってよいと思われる。
以上で述べた，技術計画の原案を提起する主体についての分析と，技術計
画の最高責任者についての分析とを，研究・技術開発計画活動についての各
種の様式（相互作用的， トップダウン，ボトムアップ）毎に行うことによっ
て，これらの技術計画活動についての様式の内容をもう少し詳しく検討する
ことにした。分析結果は表5で示されるようなものであった。
相互作用的という技術計画活動の様式に着目すると，そのような様式をと
っていると答えた日本企業 (103社）については， 技術計画の原案が研究所
で作られるケースが一番多く (42社）， 相互作用的な様式をとっていると答
えたアメリカ企業 (113社）については， 事業部で作成されるケースが一番
多かった (56社）。相互作用的な技術計画活動様式をとっているケースにお
ける技術計画の最高責任者については，多くの日本企業は社長が最高責任者
だと答えていた (70社）が，アメリカ企業については，社長が最高責任者で
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あるケースは半分以下であった (44社）。
また，次にボトムアップ様式をとっていると答えた企業（日本企業36社，
アメリカ企業27社）に着目すると， 日米企業双方とも，研究所で技術計画の
原案が示されるケースが一番多いと述べていたが，技術計画活動の最高責任
者については， 日本企業の多くが社長だと答えていた (23社）のに対し，多
くのアメリカ企業は上級副社長だと答えていた (11社）。 日本企業の場合に
は，研究・技術開発計画活動がポトムアップで行われるという場合，究極的
な決定は社長に委ねられるというケースが多いということであり，相互作用
的，または，ボトムアップで技術計画活動を行っていると答えた日米両国企
業に閲する限りは，一般的に日本企業の方がアメリカ企業よりもより上位の
トップマネジメントに最終的権限を与えているようであった。
表5 研究・技術開発計画活動の様式とプロセス
三技術計画の原案作成者 技術計画活動の最高責任者
専務
，研究・技術 本社研究所事業部会長 社長 上級その他
i開発計画の様式 副社長
相互作用的 日 12 4
2 38 I 3 70 42 
米 23. 42 1 56 I 10 44 45 
トップダウン 日 1 6 41 1 9 8 
米 6 4 2 I 2 10 3 
ボトムアップ 日 6 17 13 I 1 23 16 
米 3 11 8 1 5 11 
? ?
? ?
。ー
ー
?
ただし， トップダウンで研究・技術開発計画活動を行っていると答えたア
メリカ企業の多くのケースについて本社が技術計画の原案を提出し，また社
長を最高責任者に数えるケースが一番多かった。
v 研究・技術開発計画活動の成果
1. 研究・技術開発計画活動の成果の基本次元
研究・技術開発計画活動を実行した結果としてどのような成果を硯代企業
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は確保しえているのだろうか。一般的に言って， 計画の意義として，整合
性，適応性，革新性をあげることができること，また計画の機能として，目
標の明確化，手段の効率化，条件変化への対応などをあげることができるこ
とを述べた。したがって，研究・技術開発計画活動の成果としても，以上の
ような側面を基本次元ないし，基本項目として含むことになる。
ただし，その他に，
(1) 革新と効率のいずれに寄与したか
(2) 目標の達成とシステムの統合の維持のいずれに寄与したか
(3) 動機づけにどのように寄与したか
(4) シナジーの活用にどのように寄与したか
(5) 技術開発と事業開発のいずれに寄与したか
(6) 環境把握と内部評価のいずれに寄与したか
などの側面も，研究・技術開発計画の成果として考えうるであろう。
2． アンケート項目
このような疑問に対して， 「技術開発の方向性の決定」， 「外部技術ソース
の選択」，「技術移転の実現」，「各種のプロジェクトにたいする技術的資源の
配分」，「研究開発フ゜ロジェクトの計画設定と管理」，「研究者レペルでの各種
事項への指針」， など12項目に関して， どの程度の成果・効用を得ているか
が問われた。評価のスケールとしては， 1 ＝低成果， 5 ＝高成果という 5段
階尺度を用いたので，評価が高ければ高いほど，高い成果・効用があったと
評価されていたことになる。
3. アンケート結果
アメリカ企業に関して言えば， 「新たな研究開発努力の方向づけと選択」
に関して最も高い成果と効用が得られたと評価されていたことがわかった。
次に「研究開発予算の決定」に関する成果・効用も高く評価されていた。さ
らに「研究所レベルの研究開発プログラムの計画とコントロール」に関する
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成果・効用も高く評価されていた。他方， 「国際的研究開発活動の展開の意
思決定」については研究・技術開発計画活動による成果・効用がなかったと
されていた。各項目の評価値の平均を示したものが表6である。その表から
も明らかであり，そして既に研究・技術開発計画活動への関与の議論でも述
べたように，アメリカ企業に関するかぎり，研究・技術開発計画活動による
成果・効用は，技術的決定固有の領域に関するものについて高い評価が与え
られている一方，長期的な決定や，技術開発の枠組みそのものの変更に関す
るような決定，例えば，外部技術ソースとの廃係の創造と維持，国際的研究
開発活動についての決定，などについては高い成果・効用が見出されていな
かった。また同様に，研究者・エンジニアの技術的問題解決の指針や研究者
のキャリア形成上の参考という個人レベルでの行動決定についても十分に役
立つものとは見なされていなかった。
日本企業についていえば，戦略的計画と技術開発目標の関係の明確化，複
数の技術に関して技術開発目標の明確化，研究開発の方向づけなどの戦略的
な技術開発の方向づけに関する側面と，研究所レベルでの研究開発計画や研
究開発予算の決定などの実務的な研究開発計画処理の側面との両面におい
て，研究・技術開発計画が活用されているようだった。
4. 日米企業の比較
以上は，日米企業それぞれについて，研究・技術開発計画活動の成果を評
価したが，日米の間で，その評価について差異が見られるだろうか，という
観点から検討してみたい。そのために，日米企業による評価値の比較を行い
ながら見ていくことにする。
その結果，第一の側面として，日本企業が技術開発の方向性の決定という
側面についてアメリカ企業にもまして有意に高い評価を与えていたことが見
出された。ここで技術開発の方向性の決定という場合， 「戦略的経営計画と
技術開発目標の関係の明確化」， 「複数の技術に関して技術開発目標の明確
化」という二種類のものを含んでいた。前述したように日本企業の多くが研
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究・技術開発計画組織単位を保有していたという事実とこれらの評価とをふ
まえて， 日本企業の方が研究・技術開発計画活動を通じて，より全社的経営
戦略の観点から研究・技術開発の計画を行うことができるようになったと評
価しており，全社的な広がりを持った各種の技術プロジェクトに関する技術
開発目標もより明確なものにすることができるようになったと評価していた
と言えるであろとう。
他方，アメリカ企業は研究・技術開発計画活動の成果として「現在の技術
能力からのシナジーの実現」（技術移転）」に対して日本企業よりも有意に高
い評価を与えていた。アメリカ企業は；企業戦略の展開と技術開発の方向づ
けとの密接な関連づけについては，必ずしも計画的に達成できるものではな
いと見なしているのかも知れない。アメリカ企業は計画的ではない仕方で形
成されてきた技術開発の方向性を前提としたうえで，それまでになされた技
術開発成果をうまく活用していくことに研究・技術開発計画の意義を見出そ
表6 研究・技術開発計画活動成果
研究・技術開発計画活動成果 I日 本 アメリカ IF 値
戦略的計画と技術開発目標の関係の明確化 3.50 3.20 5.80** 
複数の技術に関して技術開発目標の明確化 3.60 3.12 17.0*** 
外部技術ソースとの関係の創造と維持 3.12 3.00 1.00 
現在の技術能力からのシナジーの実硯 2.98 3.26 6.14** 
複数技術の交流・結合 3.11 3.05 0.26 
技術資源の配分 3.19 3.03 1.94 
新たな研究開発努力の明確化と選択 3.60 3.60 o.o 
国際的研究開発活動展開の意思決定 2.22 2.22 〇.00
研究所レペルの研究開発計画 3.58 3.36 2.98* 
研究開発予算の決定 3.58 3.36 3.21* 
研究者の技術的問題解決の指針 3.44 2.81 29.9*** 
研究者のキャリア形成上の参考 3.00 2.08 69.2*** 
（注） 表中の数字は回答者による技術計画活動成果の評価を示している。
1 ＝低成果， 5 ＝高成果 という 5段階尺度を用いた。
日本，米国と言うコラムには，各項目についての国毎の評価を示している。
* p<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01 で有意。
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うとしていたと言える。研究・技術開発計画活動の実践において，アメリカ
企業は自社の内部能力を評価することに熱心であるということを既に述べた
が，この側面も技術開発成果の計画的利用という志向を反映しているといえ
よう。日本企業は自社の技術能力を高めることに熱心であると言われてきた
が，日本企業の場合は，現在の能力というよりもむしろ港在的な能力の方に
関心を寄せているようであった。
その他にも，研究・技術開発計画活動が研究所レベルでの研究開発プログ
ラムのコントロールや研究開発予算に対して持つ効果及び，それが研究者レ
ペルで問題解決のためのガイドラインになるかどうか，キャリア形成に際し
て参考になるかどうかなどの側面については日本企業の方が高い評価を示し
ている。そのことは日本企業の方がよりミクロレベルに関しても計画的に行
うことのメリットを見出していることを示すものと言えよう。他方，アメリ
カ企業にとってミクロレベルの問題は計画的対応の対象とはなりにくいとい
う側面があるのではないかと思われる。
5. 研究・技術開発計画活動に関するそのほかの成果・効用
アメリカ企業各社が研究・技術開発計画に関して見出している成果・効用
を自由に列挙してもらった。その回答としては次のようなものを含んでい
た。
•明確な方向づけ
•事業部（営業）人員と研究開発人員との間のコミュニケーションの改善
•選択肢の拡大
•トップの注意の獲得
・研究開発従事者のモラール
•ピジョンの掘り下げ
•キー・テクノロジーとの関連性の明確化，
•事業との関連の明確化，
また，日本企業からは，つぎのような研究・技術開発計画活動に関する成
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果・効用が指摘された。
・研究活動に関して
業際分野の研究者の交流，研究者の活性化，基礎研究の強化
•人事政策に関して
長期的な人事計画への参考，長期的な人員整備計画の設定， 研究者数
（人的パワー）の決定，高度な専門家の育成（例，博士など），技術者・
研究者の人材確保と人材育成の方向づけ
・技術開発に関して
既存技術のハイテク化，既存技術の置換，特許
・社内風土と士気
研究者の経営参画意識の高揚，研究員全員が共通目標に向かってモチベ
ートできる社内風土の確立，技術活動に関する部門間連携についてのコ
ンセンサスの形成，良好な協力関係の維持と促進，開発計画が会社意思
のもとに行われていることの確認
・社内調整・統合
技術移転の促進，事業部門の協力，研究・技術開発計画活動担当者と研
究者の交流によるテーマ内容の深耕を可能にすること
・環境適応
社外動向に対応した研究・技術開発計画の内容策定と修正，企業環境の
把握，自社の技術開発の方向づけと市場動向との対比がしやすい，基本
的試験機器等設備投資の重点の明確化
•新ビジョン
企画書を介しての新テーマ発掘と若手研究者の育成
•イノベーションの実践
直接に研究開発成果の商品化，開発課題の実用化効果の調査，多角化
•その他
開発の進捗管理， 自社保有技術資源の有効な配分， 企業イメージの高
揚，長期的かつ低い成功確率の研究開発に対する長期展望
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VI 結び
研究・技術開発活動を計画するための組織，実際に設定される研究・技術
開発計画活動の内容，研究・技術開発活動のコントロールのなされる場と様
式，研究・技術開発計画活動の成果などを論じてきた。アンケート調査をも
とに， 日米比較という形態もとりながら論じたが， 基本的なねらいは， 研
究・技術開発活動の計画とコントロールを行うために必要とされる経営諸要
素にはどのようなものがあるかを明らかにすることであった。
本論文で論じ残した問題は，一連の諸要素を結合することによって生まれ
てくる研究・技術開発計画活動のスクイルやクイプに関する議論である。コ
ントロールの議論に関連して，人格的調整，非人格的調整，組織的調整，等
の区分を論じてきたが，研究・技術開発活動全体についての類型論を展開し
てこなかった。このような問題については，たとえば，研究・技術開発計画
活動を分析的に行うようなクイプと，実行による模索を経て進化的に技術開
発を推進していくというクイプなどの区分が考えられる。また経営資源の活
用のしかたについても，既存の社内の資源をもとに，戦略を構築するクイプ
と，積極的に社外資源を活用するクイプとが考えられるであろう。
技術開発マネジメントの日米比較を超えて，技術開発マネジメントの類型
論を論ずるというテーマを後に残された課題として指摘しておきたい。技術
開発マネジメントの類型論が，実践的な観点，硯象の解明の観点からも必要
とされるようになってきているのではないか，と考えるからである。
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